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「平成の大合併」と地方公務員の人事システム
―― 愛媛県今治市の事例を中心に ――
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は じ め に
本稿は，１市１１町村の大合併が行われた愛媛県今治市の事例を中心に，い
わゆる「平成の大合併」に伴う市町村の公務員人事システムの変容について検
討を行うものである。
わが国の地方公務員の人事システムについて，行政学の見地から本格的な研
究が進み始めたのは，実は比較的最近のことである。１９９０年代半ばごろから，
旧来は前近代的で非効率的とみなされてきた，終身雇用と年功序列を特徴とす
る「日本的雇用制度」の経済合理性を見直す議論が見られるようになってきた。
これに伴い，地方公務員の人事システムについても，民間や国家公務員のそれ
と同様に，組織成員のモチベーションを高め，組織の生産性を維持あるいは向
上させるようなしくみがあるとの主張がなされるようになったのである。１）一方
ではまた，中央－地方関係をめぐる議論との関連においても，「垂直型行政統
制モデル」から「水平型政治競争モデル」への転換ともいうべき議論の展開が
見られた。たとえば，従来「天下り」と称され，批判的な見方が強かった，中
央省庁から地方自治体への出向人事についても，実証研究を元に，自治体首長
による自律的・主体的かつ合理的な人事戦略としての側面に目が向けられるよ
うになってきている。２）
さらに，昨今では，今次地方分権改革に併行して地方公務員制度改革論議が
高まる中，実務家を中心に，全国各地の地方自治体における人材育成策や人事
評価システムの「先進事例」が数多く紹介されるようになった。これらの成果
により，比較的小規模な自治体においても，自治体戦略の一環としての「近代
的」な人事システムが構築されつつあることが明らかになってきている。３）
近年，日本全国の地方自治体は，「平成の大合併」という環境の変化に直面
することとなった。総務省が市町村合併推進の効果として挙げている「行財政
基盤の強化」とは，地方公務員の人事システムにおける何らかの変化をも伴う
はずのものであろう。では，実際には，市町村合併という環境変化に際して，
地方公務員の人事システムにはどのような変容が見られた（あるいは見られな
かった）のだろうか。本稿では，主として合併推進当時の県及び市の行政関係
者に対するヒアリング結果を元に，愛媛県今治市の事例を取り上げ，若干の検
討を行うこととしたい。
１．戦後日本における地方公務員の人事システム
旧来，地方公務員の人事システムに関しては，地方公共団体に基本的に倒産
の危険がなく，また公務員には各種の身分保障制度もあることから，たとえば
厳しい競争にさらされる民間との比較においては，モチベーション維持や能率
性確保の面で劣っているとの批判が根強くあった。
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ところが，その後，終身雇用制度や年功序列制度といった「日本的雇用慣行」
の再検討が徐々に進み，モチベーション低下につながると見なされていた「遅
い昇進システム」が，実は競争の長期化と集団の維持（組織内での過度な競争
が生まれにくくなるため）とにより，組織全体の生産性向上に資するものであっ
たという見方が有力となってきた。このような議論を援用しつつ，非合理性や
非能率性が強調されてきた地方公務員の人事システムについても，その経済合
理性が主張されるようになってきた。
その代表的論者の一人である稲継裕昭は，国家公務員と地方公務員における
人事システム上の違いとして，公選・独任制首長の影響力や，合併前で約３，３００
あった自治体それぞれの多様性を挙げた上で，なお，一般的に見れば地方公務
員の人事システムにも民間や国家公務員のそれと同様のインセンティブ・メカ
ニズムがあると論じ，注目を浴びた。
ここでは，主としてその稲継裕昭の著作『日本の官僚人事システム』および
『人事・給与と地方自治』に依拠しつつ，戦後日本における地方公務員の人事
システムについて概観し，地方自治体において，合理的な公務員人事システム
の構築に向けた試みがなされてきたことを明らかにする。
１） 採 用
１９５０年に公布された地方公務員法は，成績任用主義を打ち出すとともに，
競争試験により能力を実証するための具体的な方法を挙げ，それぞれの方法に
より，あるいはいくつかの方法を併用して能力の実証を行うことを定めてい
る。既に戦前から職員採用の実績を積んできた大都市以外の自治体は，人事院
などからの助言を仰ぎ，他自治体とも相互に連携しつつ，採用試験の精度の向
上に取り組んできた。１９６７年の段階では，全ての都道府県および政令指定都
市において，採用試験も地方上級試験も実施が始まっていたものの，その他の
一般市では，２７％が採用試験すら実施していない状況であった。一般市の状況
はその後急速に改善され，１９７０年から７２年にかけて，採用試験実施率は９０％
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から９４％へ，また上級試験実施率も４４％から５２％へと伸びている。
１９６０年代から７０年代にかけては，地方自治体の行政課題の増加に伴い，地
方公務員の数は増大し，受験者数も増加し続けた。しかしその後，民間企業で
の採用拡大と，臨調行革の影響下での自治体の採用手控えなどの影響を受け，８０
年代には「公務員離れ」現象が見られた。各自治体においては，学校訪問や大
型ポスター，電車の中吊り広告，TVCMなどを用いた PR作戦の展開や，首都
圏の学生獲得のための東京試験会場の設置，受験者の負担を減らすような試験
方式の導入など，人材確保の努力がなされた。
９０年代に入ると，バブル崩壊・景気低迷を背景に，公務員人気は再び上昇
した。この時期には，時代の変化に対応した人材を選抜するために集団討論な
どの新たな試験種目が導入されたり，また，専門職指向の学生のニーズに応え
る試みとして，従来の「行政」区分に加え，「経営情報」や「国際」といった
区分が政令指定都市の一部において新設されたり，といった工夫も見られるよ
うになってきている。４）
２） 研修・評価・昇進
クローズド・キャリア・システムを基本とする地方公務員の人材育成は，基
本的に行政組織内部においてなされることとなる。公務員の資質向上に関わる
研修には，大きく分けて，職場研修での OJT，職場外での Off-JT，自己啓発が
あり，そのうちの職場外研修については，さらに，研修所研修のほか，専門的
な知識・技能などを習得する専門研修，民間企業や大学院，海外や国，他自治
体などへの派遣研修に区分することができる。職場外研修や自己啓発活動が日
常業務の妨げとなるとの見方も，現場の一部には未だ根強くあるものの，近年
では，「協働」の時代を意識して，民間との共同研修や，住民とのコミュニケ
ーション能力向上を狙った「出前講座」などの新たな手法が採り入れられたり，５）
また，地方自治体の枠を超えた自己啓発グループ間の交流が進められたりと
いった動きも各地で見られる。６）また，地方分権改革に伴い，政策法務研修の必
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要性に対する認識も高まりつつある。７）
昇進管理における役職昇任者を絞り込む手法には，ペーパーテストや面接試
験，勤務評定などの数値データを元に判断する昇任試験と，所属長などの推薦
を受けた候補者について人事部で検討を行い，昇任者の選抜を行う昇任選考と
がある。地方公務員法は，人事委員会を置く団体では競争試験を原則とし，例
外的に選考による昇任を認めてきた（人事委員会を置かない都道府県・指定都
市以外の団体では，いずれの方法でもよいとされている）が，実際には，前者
の方法を採用する例は未ださほど多いとはいえない。８）
２０００年２月に公表された地方行政運営研究会第１５次公務能率研究部会報告
書『地方公務員の評価システムのあり方に関する調査研究－勤務評定の現状と
課題－』によると，調査対象となった４７都道府県及び１２政令指定都市のう
ち，勤務評定を実施している団体は約８１％である。勤務評定の結果の活用分
野については，「昇任・昇格」が約９０％と最も多く，次いで「配置転換」が約
８８％であった。課長級職員については「折衝・対応能力」を，係長級職員には
「企画力」，一般職員には「積極性」がそれぞれ重視される資質のようである。
勤務評定の被評定者（本人）への開示については，約９４％の団体が行ってい
ない。評定者研修を実施しているとした団体も約３３％にとどまっている。ま
た，「自己申告制度」を導入している団体は約８５％であるが，このうち勤務評
定を実施する際に自己申告を参考にしている団体は約５９％である。「目標によ
る管理」手法を導入している団体は約１７％で，このうち勤務評定を実施する
際にこれを参考にしている団体は約６３％となっている。９）
３） 出向人事および給与体系をめぐる中央－地方関係論の展開
地方公務員の人事システムをめぐっては，中央－地方関係論の視点に立った
議論の流れがある。そこで焦点となるものの筆頭に，いわゆる「天下り」と呼
ばれることもある，中央省庁と地方自治体の間の出向人事がある（２００４年に
おける中央－地方間の人事交流の状況については，表１および表２参照）。旧
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来の見方においては，そうした人事は，村松岐夫のいう「垂直間行政統制モデ
ル」を補強するひとつの材料とされてきた。この見解に立てば，中央省庁から
地方への人員派遣は，人的ネットワークを通じた地方の統制に対する一手段と
見なされることになる。これに対して，最近では，国と地方との間の出向人事
を，地方の側による主体的かつ合理的な「自治体戦略」の一環とみなす議論が
有力となりつつある。前述の稲継裕昭は，中央－地方間における出向人事の動
向に関するデータを分析し，府県の幹部級の人材育成が開花した１９８０年代頃
から国から都道府県への出向者が減少したこと，省庁別シェアが変化し，旧内
務省系統や農水省からその他の省庁へのシフト傾向が見られること，都道府県
別に出向者受け入れ数にばらつきがみられること，政令指定都市や一般市にお
ける旧自治省官僚の受け入れ数が，都道府県での減少と同時期に増加している
こと，を指摘する。そして，それらの分析結果を元に，地方自治体は，上級試
験制度が定着して「生え抜き」職員が充分に育つまでは出向官僚受け入れによ
る人材補を行い，その後は個別の政策課題に応じ，出向官僚受け入れのメリッ
トとデメリットを勘案しながら，中央とのネットワークや高い専門性をもつ人
材を戦略的に受け入れているとの見方を提示している。１０）また同時に，「丁稚奉
公」との批判も根強かった地方自治体から国への出向人事に関しても，「同格
ポストの出向」の増加傾向を指摘し，「『支配客体としての自治体』から『した
たかに行動する自治体』へ」の転換を強調している。
さらに，地方自治体の給与体系の構築に際しても，地方自治体の自律性・主
体性を強調する見方が有力となりつつある。その根拠としては，ラスパイレス
指数の公表や起債制限などの手法を通じて給与指導を行ってきた旧自治省に
は，全国約３，３００の地方自治体に指導を徹底させるだけのマンパワーが圧倒的
に不足していたこと，指導のほとんどが強制力を伴わないものであったことな
どが挙げられる。一方，給与指導の受容による地方自治体側のメリットとして
は，給料表作成コストの削減，給与の公民較差によらない国並改定率の確保，
国や他自治体とのネットワーク構築の際の利便性などが挙げられる。
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総 数 １，６９２ １，５５３ ２３ ４５８ １，０７２ １３９ ２ ２０ １１７
内 閣 官 房 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 法 制 局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 府 １２ １１ ０ ０ １１ １ ０ ０ １
総 務 省 １１２ １０２ １６ ２２ ６４ １０ １ ５ ４
法 務 省 ６ ６ ０ ０ ６ ０ ０ ０ ０
外 務 省 ３７ ３５ ０ ５ ３０ ２ ０ １ １
財 務 省 ３９ ３７ ０ ２ ３５ ２ ０ ０ ２
文 部 科 学 省 ３７ ３４ ５ １４ １５ ３ ０ ３ ０
厚 生 労 働 省 ５６ ４９ ０ ２７ ２２ ７ ０ ４ ３
農 林 水 産 省 ６９ ４７ ０ ５ ４２ ２２ ０ ０ ２２
経 済 産 業 省 ３７ ２５ ０ ３ ２２ １２ ０ ０ １２
国 土 交 通 省 １７５ １０５ ２ １７ ８６ ７０ １ １ ６８
環 境 省 ４２ ３３ ０ １６ １７ ９ ０ ６ ３
警 察 庁 １，０４６ １，０４６ ０ ３４７ ６９９ ０ ０ ０ ０
防 衛 庁 １ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ １
金 融 庁 ２ ２ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０
宮 内 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公正取引委員会 ５ ５ ０ ０ ５ ０ ０ ０ ０
公害等調整委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
会 計 検 査 院 １６ １６ ０ ０ １６ ０ ０ ０ ０
人 事 院 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
表１ 総務省「地方公共団体から国への出向」
（平成１６年８月１５日現在，単位：人）
※本資料は，各府省等に対する調査に基づき，総務省において作成したものである（なお，
地方公共団体における調査を行った場合，出向後の異動の取扱いや転籍者の取扱い等に差
異があり得るため，本資料とは若干異なる結果となり得る。）。
※海事職俸給表，教育職俸給表，医療職俸給表適用職員及び国家公務員である地方警務官（警
視正以上）に係る人事交流は含まない。
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地方から国への出向（本省）
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長
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上
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長
補
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そ
の
他
総 数 ７５４ ６９３ ２１ １９６ ４７６ ６１ １ １９ ４１
内 閣 官 房 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 法 制 局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 府 １２ １１ ０ ０ １１ １ ０ ０ １
総 務 省 １０９ ９９ １６ ２２ ６１ １０ １ ５ ４
法 務 省 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
外 務 省 ３７ ３５ ０ ５ ３０ ２ ０ １ １
財 務 省 ５ ４ ０ ０ ４ １ ０ ０ １
文 部 科 学 省 ３０ ２７ ５ １３ ９ ３ ０ ３ ０
厚 生 労 働 省 ４２ ３５ ０ ２２ １３ ７ ０ ４ ３
農 林 水 産 省 ６２ ４０ ０ ５ ３５ ２２ ０ ０ ２２
経 済 産 業 省 ２７ ２３ ０ ３ ２０ ４ ０ ０ ４
国 土 交 通 省 ３０ ２８ ０ １１ １７ ２ ０ ０ ２
環 境 省 ４２ ３３ ０ １６ １７ ９ ０ ６ ３
警 察 庁 ３３７ ３３７ ０ ９９ ２３８ ０ ０ ０ ０
防 衛 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
金 融 庁 ２ ２ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０
宮 内 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公正取引委員会 ３ ３ ０ ０ ３ ０ ０ ０ ０
公害等調整委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
会 計 検 査 院 １６ １６ ０ ０ １６ ０ ０ ０ ０
人 事 院 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
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地方から国への出向（地方支分部局等）
都道府県 市町村
室
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課
長
補
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室
長
級
以
上
課
長
補
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そ
の
他
総 数 ９３８ ８６０ ２ ２６２ ５９６ ７８ １ １ ７６
内 閣 官 房 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 法 制 局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 府 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
総 務 省 ３ ３ ０ ０ ３ ０ ０ ０ ０
法 務 省 ６ ６ ０ ０ ６ ０ ０ ０ ０
外 務 省 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
財 務 省 ３４ ３３ ０ ２ ３１ １ ０ ０ １
文 部 科 学 省 ７ ７ ０ １ ６ ０ ０ ０ ０
厚 生 労 働 省 １４ １４ ０ ５ ９ ０ ０ ０ ０
農 林 水 産 省 ７ ７ ０ ０ ７ ０ ０ ０ ０
経 済 産 業 省 １０ ２ ０ ０ ２ ８ ０ ０ ８
国 土 交 通 省 １４５ ７７ ２ ６ ６９ ６８ １ １ ６６
環 境 省 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
警 察 庁 ７０９ ７０９ ０ ２４８ ４６１ ０ ０ ０ ０
防 衛 庁 １ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ １
金 融 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
宮 内 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公正取引委員会 ２ ２ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０
公害等調整委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
会 計 検 査 院 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
人 事 院 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
「平成の大合併」と地方公務員の人事システム ３７５
国から地方への出向（総数）
都道府県 市町村
次
長
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以
上
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長
等
そ
の
他
次
長
級
以
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課
長
等
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の
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総 数 １，６６１ １，３１３ ２３１ ３６２ ７２０ ３４８ １８５ ６２ １０１
内 閣 官 房 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 法 制 局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 府 ３ ２ ０ ０ ２ １ ０ ０ １
総 務 省 ３０８ ２３２ ６１ ７６ ９５ ７６ ６１ １３ ２
法 務 省 ４ ４ ０ ０ ４ ０ ０ ０ ０
外 務 省 ５ ５ ３ ０ ２ ０ ０ ０ ０
財 務 省 ３２ ３０ ７ ４ １９ ２ １ ０ １
文 部 科 学 省 ５１ ３５ ７ ２６ ２ １６ １１ ４ １
厚 生 労 働 省 １１３ １０１ ２４ ３４ ４３ １２ ５ ４ ３
農 林 水 産 省 １７２ １２０ ２０ ３７ ６３ ５２ ４ ７ ４１
経 済 産 業 省 ５９ ２８ １６ ７ ５ ３１ １２ ９ １０
国 土 交 通 省 ４２８ ２７６ ８４ ８１ １１１ １５２ ８８ ２３ ４１
環 境 省 １５ １１ ４ ４ ３ ４ ２ ２ ０
警 察 庁 ４６４ ４６４ ４ ９０ ３７０ ０ ０ ０ ０
防 衛 庁 ４ ３ ０ ２ １ １ ０ ０ １
金 融 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
宮 内 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公正取引委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公害等調整委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
会 計 検 査 院 ２ ２ １ １ ０ ０ ０ ０ ０
人 事 院 １ ０ ０ ０ ０ １ １ ０ ０
表２ 総務省「国から地方公共団体への出向」
（平成１６年８月１５日現在，単位：人）
※本資料は，各府省等に対する調査に基づき，総務省において作成したものである（なお，
地方公共団体における調査を行った場合，出向後の異動の取扱いや転籍者の取扱い等に差
異があり得るため，本資料とは若干異なる結果となり得る。）。
※海事職俸給表，教育職俸給表，医療職俸給表適用職員及び国家公務員である地方警務官（警
視正以上）に係る人事交流は含まない。
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国から地方への出向（本省）
都道府県 市町村
次
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課
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総 数 １，０９９ ８７３ ２２５ ３４８ ３００ ２２６ １６０ ３４ ３２
内 閣 官 房 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 法 制 局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 府 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
総 務 省 ３０２ ２２７ ６１ ７６ ９０ ７５ ６１ １２ ２
法 務 省 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
外 務 省 ５ ５ ３ ０ ２ ０ ０ ０ ０
財 務 省 １０ ９ ６ ３ ０ １ １ ０ ０
文 部 科 学 省 ５１ ３５ ７ ２６ ２ １６ １１ ４ １
厚 生 労 働 省 ９１ ７９ ２４ ３４ ２１ １２ ５ ４ ３
農 林 水 産 省 １３３ ９９ ２０ ３７ ４２ ３４ ４ ７ ２３
経 済 産 業 省 ３８ ２５ １６ ６ ３ １３ １０ １ ２
国 土 交 通 省 ２４９ １７９ ７９ ７５ ２５ ７０ ６５ ４ １
環 境 省 １５ １１ ４ ４ ３ ４ ２ ２ ０
警 察 庁 １９９ １９９ ４ ８４ １１１ ０ ０ ０ ０
防 衛 庁 ３ ３ ０ ２ １ ０ ０ ０ ０
金 融 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
宮 内 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公正取引委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公害等調整委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
会 計 検 査 院 ２ ２ １ １ ０ ０ ０ ０ ０
人 事 院 １ ０ ０ ０ ０ １ １ ０ ０
「平成の大合併」と地方公務員の人事システム ３７７
国から地方への出向（地方支分部局等）
都道府県 市町村
次
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長
級
以
上
課
長
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総 数 ５６２ ４４０ ６ １４ ４２０ １２２ ２５ ２８ ６９
内 閣 官 房 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 法 制 局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 府 ３ ２ ０ ０ ２ １ ０ ０ １
総 務 省 ６ ５ ０ ０ ５ １ ０ １ ０
法 務 省 ４ ４ ０ ０ ４ ０ ０ ０ ０
外 務 省 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
財 務 省 ２２ ２１ １ １ １９ １ ０ ０ １
文 部 科 学 省 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
厚 生 労 働 省 ２２ ２２ ０ ０ ２２ ０ ０ ０ ０
農 林 水 産 省 ３９ ２１ ０ ０ ２１ １８ ０ ０ １８
経 済 産 業 省 ２１ ３ ０ １ ２ １８ ２ ８ ８
国 土 交 通 省 １７９ ９７ ５ ６ ８６ ８２ ２３ １９ ４０
環 境 省 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
警 察 庁 ２６５ ２６５ ０ ６ ２５９ ０ ０ ０ ０
防 衛 庁 １ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ １
金 融 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
宮 内 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公正取引委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公害等調整委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
会 計 検 査 院 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
人 事 院 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
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４） 地方分権改革と地方公務員の人事システム
１９９０年代中ごろからは，地方分権改革論議と併行して，主に自治体レベル
の実務者向けを意識したテキストの出版が数多くなされるようになった。ま
た，殊に，地方自治体における人事行政に関しては，公務員制度改革論議も高
まってきたこともあり，OJTの一環としての庁内提案制度・自主研修・自主申
告に依拠した加点式人事評価や降格制度・目標管理制度・民間出身の専門職の
導入を想定した人材公募制度などの「先進的事例」を紹介する調査研究報告書
などもいくつか公表されている。１１）それらの成果は，比較的小規模な自治体にお
いても，「近代的」で合理的な人事システムの整備が進みつつあることをしめ
している。尤も，他方においては，「平成の大合併」を契機として，一部の地
方自治体に残っていた「前近代的」とも思われるような人事慣行が表面化し，
問題となった例も見られる。１２）
２．事例分析－愛媛県今治市の事例を中心に－
前項では，戦後日本における地方公務員の人事システムの概要について確認
した。次に，「平成の大合併」に伴う地方公務員人事システムの変容について，１
市１１町村による大規模な市町村合併が行われた愛媛県今治市の事例を中心に
検討を行うこととする。なお，以下の記述は，主として，旧今治市総務部長と
して合併協議会事務局を担当された井手克彦氏・今治市産業振興部長（２００５
年１０月現在）及び愛媛県の関係者に対するインタビューに依拠したものであ
る。
１） 地域の概要および合併の経緯
現在の今治市は，旧今治市及び越智郡朝倉村・玉川町・波方町・大西町・菊
間町・吉海町・宮窪町・伯方町・上浦町・大三島町・関前村の１２市町村の合
併により，２００５年１月１６日に誕生した（各旧市町村の概要については表３参
照）。あわせて４１９．５６の面積を持ち，市域も島嶼部，臨海部，内陸部と変化
「平成の大合併」と地方公務員の人事システム ３７９
に富んだ構成となっている。
新市の人口は約１８万人となり，愛媛県下では松山市に次ぐ第２の都市となっ
た。また同時に，同市は，合併により，世界有数の海事関連産業の一大集積地
としての特色を新たに有することとなった。圏域内における造船業の事業所数
は１９にものぼる。世界第４位の今治造船に加えて，世界第６位の新来島ドッ
クも圏域内となり，建造隻数では国内の４分の１を占めている。一方，海運業
については，圏域内の外航海運船主は約７０社あり，その保有隻数の合計は約
４０８にものぼる。これは，現在日本の海運企業が運航する外航船の４分の１に
あたる。また内航船の事業所数も約３５０社に上り，貨物船を中心とした全国有
数の船舶供給基地となった。船舶量における県内のシェアは約６割となってい
る。また，歴史的にも，村上水軍の活躍した土地柄であり，その史跡も圏域内
の随所に存在している。
面 積
（）
人 口 （人） 世帯数
（戸）男 女 合 計
今 治 市 ７４．８４ ５４，５０４ ６３，４２６ １１７，９３０ ４５，９０５
朝 倉 村 ３１．２７ ２，３７７ ２，６３１ ５，００８ １，６２５
玉 川 町 １０３．９０ ２，８４１ ３，２３１ ６，０７２ １，９７０
波 方 町 １５．６７ ４，７８５ ５，１７５ ９，９６０ ３，１４５
大 西 町 １８．８１ ４，２５３ ４，５４９ ８，８０２ ２，９７８
吉 海 町 ２７．７２ ２，１７１ ２，６２８ ４，７９９ １，９５９
宮 窪 町 １８．３８ １，７４８ １，９２３ ３，６７１ １，３０２
伯 方 町 ２０．８５ ３，７７１ ４，２６０ ８，０３１ ３，０７６
上 浦 町 ２２．３１ １，６５７ １，９４９ ３，６０６ １，５５２
大三島町 ４３．３２ １，８２０ ２，４１２ ４，２３２ １，９４７
関 前 村 ５．５２ ３７９ ４８６ ８６５ ４２８
合 計 ３８２．５９ ８０，３０６ ９２，６７０ １７２，９７６ ６５，８８７
表３ 旧今治市および越智郡１１か町村の面積・人口・世帯数
２０００年国勢調査より。出典：今治市及び越智郡１１か町村合併協議会ホーム
ページ（http : //www.city.imabari.ehime.jp/gappei/１０/prof/index.html）。
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２００４年度，新市は，これらの地域産業特性を活かすための指針となる「今
治海事都市構想」を策定し，今後産官学の連携・協働により，圏域全体の自律
的な発展や主体的なまちづくりにげていく方針が示された。今後は，今治海
事都市創造のための基本方針「１）次世代の人材育成，２）海事クラスターの
構築，３）海事文化の振興と交流の促進」に基づき，事業が推進されていく見
込みであるという。このほか，繊維産業も盛んで，特にタオルについては，全
国生産高の約６割のシェアを誇っている。
さて，同地域における合併論議は，２００２年１月，合併問題検討首長会にお
いて，今治市長が１５町村の首長に対し，今治市，越智郡１６市町村での合併を
表明したことが端緒となった。同年５月には，吉海町，宮窪町，伯方町，上浦
町，大三島町の町長と議長が，６月には，関前村の村長と議長，特別委員長が，
さらに７月には，朝倉村，玉川町，波方町，大西町，菊間町の町村長と議長が，
それぞれ今治市を訪問し，同市との合併協議を表明。この１２市町村により，
同年７月，第１回合併準備会が開催された。一方，弓削町，岩城村，生名村，
魚島村の上島４町村は，今治市町および波方町長，上浦町長の呼びかけに応じ
ず，８月には正式に合併協議不参加を表明した。
その後，今治市及び越智郡１１か町村により，合併推進のための任意協議会
が発足した。ところが，１０月になって，今度は菊間町が法定協議会への不参
加を表明した。このため，同年１１月に発足した法定協議会は，菊間町を除く
１市１０町村によって設置されることとなった。その後，菊間町が再び合併に
参加の意向を示したことから，２００３年４月，合併協議会は「今治市及び１１か
町村合併協議会」となった。
翌年５月，全６２項目に及ぶ協議項目が確認され，６月に合併協定調印が行
われた。こうして，新今治市は，２００５年１月１６日に発足したのである。合併
方式は新設合併であり，新市機構については，総合支所方式から段階的に本庁
方式へ移行する方針が定められている。その同じ年の２月２０日に，合併後初
の市長選及び市議選が行われた。旧市町村長はいずれも立候補せず，選挙戦は，
「平成の大合併」と地方公務員の人事システム ３８１
元県議・元県議会議長，元旧今治市議・元旧今治市助役の無所属新人４名によ
り展開されることとなった。その結果，「新都市は時代に逆行している」とし
て大幅な見直しを主張し，自らが持つ県や国との太いパイプと若さとを PRし
た４７歳の元県議会議長が当選した。投票率は７５．７６％であった。助役・収入
役には，それぞれ旧今治市職員 OBが任命されている。
２） 新市の機構と公務員人事システム
「今治市及び越智郡１１か町村合併協議会」の下には，小委員会のほか，助役・
総務課長等で構成される幹事会が置かれ，更にその下に関係市町村の所管課長
等で構成する１２の専門部会，更にそのまた下に，関係各市町村の担当係長及
び担当者等の実務者レベルで現況調査・調整原案の作成を行う４１の分科会が
置かれた。１３）
一般職員の身分の取り扱いについては，総務部会人事分科会において協議が
なされた。「今治市及び越智郡１１か町村合併協議会」によって計２１回にわた
り発行された『合併協議会だより』によると，人事分科会は，２００４年１２月ま
での間に計１５回開かれている。
新市の行政組織は表４のとおりである。旧市の行政組織と新市の本庁のそれ
との主な変更点としては，部レベルでは，産業面を重視して産業振興部と農水
港湾部とを設けた点，また，課・室のレベルでは，広報広聴室の課への格上げ
や，地域振興課や産業情報課，行政改革推進室の新設などが挙げられる。一
方，２００４年１２月下旬には，新市体制をにらんだ部長級・課長級の人事も公表
されている。１５）現在の市長は，選挙戦の際，新都市構想の大幅な見直しを主張
しているが，新今治市における現行の人事システムは，基本的には合併協議会
での議論を踏襲したものといえる。
現今治市の合併は，規模的にも大きく，また陸地部と島嶼部とがまじる困難
な地域での合併であった。さらに，旧市町村の議員は計１８８人にも上ったが，
新市では，定数特例，在任特例は一切適用せず，新体制発足時から議員定数を
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〈本庁〉
○総 務 部－総務課 秘書課 広報広聴課 人事課 情報政策課 人権啓発課
契約課 工事検査課
○企画財政部－企画調整課 地域振興課 財政課 管財課 市民税課 資産税課
納税課
○保健福祉部－保険年金課 健康推進課 総務障害課 高齢介護課 児童福祉課
援護課
○市民環境部－生活交通課 市民課 環境政策課 清掃課 クリーンセンター
環境衛生課
○産業振興部－商工労政課 産業情報課 都市再生課 観光課 イベント推進課
○農水港湾部－農林振興課 農業土木課 水産課 港湾建設課 港湾管理課
○都市整備部－都市政策課 建築指導課 高速道路課 下水道業務課 下水道工務課
下水浄化センター
○建 設 部－道路建設課 道路維持課 管理課 公園緑地課 建築営繕課
住宅管理課 用地課
○水 道 部－総務課 営業課 給水課 浄水課 今治事業所 朝倉事業所
玉川事業所 波方事業所 大西事業所 菊間事業所 越智諸島事業所
〈支所〉
○朝 倉 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○玉 川 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○波 方 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○大 西 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○菊 間 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○吉 海 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○宮 窪 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○伯 方 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○上 浦 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○大三島支所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○関 前 支 所－総務課 住民福祉課 産業建設課 地域教育課
〈消防組織〉
○消 防 本 部－消防団 総務課 防災対策課 予防課 消防署 １２方面隊
〈収入役〉
○収 入 役－出納室
〈市議会事務局〉
○市議会事務局－議会総務課 議会調査課
〈教育委員会事務局〉
○教育委員会事務局－総務課 学校教育課 社会教育課 文化振興課
体育振興課 学校給食課 図書情報サービス課
表４ 新今治市における部及び課の体制（２００５年１月）
出典：今治市ホームページ（http : //www.city.imabari.ehime.jp/kikou/index.html）。教育委員会
以外の行政委員会の事務局などは省いている。その後，２００５年４月には，造船，海運
業をまちづくりに生かす「海事都市構想」の推進を目的として，企画調整課内に海事
都市推進室が新設された。また，このときの組織改編では，合併に伴う事務拡大への
対応のため，教委事務局長が次長級から部長級へ，出納室長が課長級から次長級へ格
上げされた。１４）
「平成の大合併」と地方公務員の人事システム ３８３
法定数の３４人とした。このような方策を採ったところは全国的にも類例があ
まりない１６）とされ，同市の合併の事例が，テレビや経済誌でも取り上げられ
るなど，全国的にも注目される要因の一つとなった。１７）
新市における一般職員の給与体系を定めるにあたっては，市民の理解を得る
ことと同時に，こうした事情への考慮も重視された。合併した市町村の中には，
職員の給与の水準を高い方に合わせて賃金再計算を行ったり，モデル賃金を確
定したりするところもあった。その結果，新設合併した市町村の特別職公務員
は失職する一方で，一般職員の給与は上がる，という事態も少なからず見られ
る。しかし，今治市の場合には，現給保障を行ったのみで，先述の賃金再計算
やモデル賃金制などを採らなかったという。
合併前の旧今治市の一般職員は約７５０名であった。これは，人口比にすると
かなり小規模であるといえる。ところが，今回の合併により，新市の職員数は，
消防や森林組合などの事務組合の職員も含めると，約１，８５０人にまで膨れ上が
ることとなった。こうした状況下で，職員の賃金の再調整を行った場合には，
人件費の増加見込額は年間約１０億円にも上るとされた。
給与体系の再編に当たっては，市と町村での職級制の違いが問題となった。
たとえば，行政職の職級は，町村では７級が上限となっているのに対し，市で
は，国家公務員の行政職給料表（一）に準拠しているため，部長級で１０級と
なる。また，旧町村の人事システムに関しては，医師・看護師・海事職員（船
員）・介護関係職員（老人ホーム組合の介護員）など，旧市にはない職種があっ
た１８）ほか，保健師・栄養士・保育士などの技術系職員や，技術員・給食技術
員などの現業系職員が多いなどの特徴もあった。
 国の制度への準拠と現給保障
このような問題を克服するために，新市において採られた方策とは，国が提
示している職種別俸給制度への準拠というものであった。同制度については，
総務省より既に２００２年度には勧告が出されている。しかしその当時，この制
度のうち，福祉職俸給表を導入した自治体は，滋賀県などの例外を除き，ほと
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んどなかったという。
同制度によると，旧町村に設置されている支所の長は，旧町村体制下の職級
では７級という扱いになるが，新市のシステムでは，９級に当たる次長と同等
に扱われることとなる。これをそのまま適用すると，１級飛びの昇給となって
しまう。このため，支所長に対する扱いについては，最初の１年間は職級を８
級とし，勤務状態に応じて９級に昇給するという方策が採られることとなっ
た。
また，国家公務員の人事システムでは既に導入されている５５歳昇給停止制
度も，２００５年度より，実施されている。現在では，５９歳となった者から暫定
的に制度を導入し，今後，１歳ずつ対象年齢を下げていく方針であるという。
新市の行政機構については，合併協議の中で，総合支所方式から本庁方式へ
段階的に移行する方針が定まっている。新しい支所の機構が地域教育課も合わ
せて６課とする体制が基本となっている（旧関前村では４課とするなど，事情
に合わせて若干の調整はされている）のに対し，旧町村体制下での課長級職員
の人数がポストの数を上回る場合の対処が問題となった。また，たとえば係長
クラスの職員についても，旧市の場合には大体３８～３９歳でその職に就くのが
通例であったが，町によっては，もっと早期に昇給する者もいたという。さら
に，一部の町村には，合併を見込んだ「駆け込み昇給・昇格・昇任」なども見
られたという。新市の機構整備と人事配置に際しては，このような状況の下，
ポストの数と，その職に相当する職員の数とを調整する必要性があった。そこ
で，一部の者については，課長から課長補佐へ，係長から係員へと，形式上の
降格措置をとりつつも，現給は保障するという方策が採られた。
このような人事システムの再編に際して，労組からは強い反発もあったとい
う。新市における現行の制度は，労組との交渉継続のまま，導入に踏み切られ
たものである。
 公平な人事評価システムの確立
また，客観的な人事考課制度を採用し，現在試行中である。旧市では合併の
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２年前である２００３年度から，自己評価を採り入れた目標管理制度を導入して
いるという。給与計算の際の参考にするのみならず，職員のモラール向上が狙
いである。
これらの制度の導入にあたっては，他自治体の事例で，特に参考にしたもの
はなかったという。民間のシンクタンクに依頼し，公平な人事評価ができるよ
うに職員研修も行っている。
 新市体制に向けた旧市町村間の人事交流の促進
新市体制に向けて，行政職員の一体感を醸成するための方策としては，合併
協議会事務局に配置された職員を軸とした，いわば OJTが中心となった。全
職員を対象にした研修などを特に行う余裕はなかったという。
また，合併協議の中では，支所となる旧町村役場から新市の本庁の課長（職
級では８級に相当する）へ２名を引き上げる方針が決定された。この２名とは，
より具体的には，水道部営業課と地域振興課の課長に，陸地部と島嶼部から１
名ずつとされた。その人選は，旧町村の中でも比較的大きな自治体からという
方針であった。しかし，旧町村の首長の中には，昇級の上限が７級までしかな
い他の職員とのバランスなども配慮し，新市庁体制におけるひとつの人事の目
玉ともいうべきそのポストに，自らの自治体の職員を就けることを断った者も
いたという。
これに加えて，合併後の各旧町村から今治の新市本庁へは１０名から２８名，
また旧今治市から各旧町村へ２名から３名の職員をそれぞれ送ることで，一種
の「融和策」的な人事配置を図っている。１９）
旧町村から新市本庁へ配置された職員の中には，５０代の課長級もいるが，
最も多い層は３０代である。これに対し，旧市から各旧町村へ配置された職員
は，ある町で不祥事による人事の空白を埋めるために課長級が派遣された例を
除き，課長補佐以下の中堅職員が主となっている。
こうした人事配置に当たっては，旧町村から旧市への要望も容れつつ，選定
を行った。その結果，産業・観光振興の分野に詳しい職員や，建設部門の技術
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系職員などが旧市から派遣され，旧町村制の下では人材確保が困難であった分
野での体制強化にもつながったといえる。また，合併により，町村部では曖昧
にされていた部分もあった事務処理の適正化・統一化を推進する必要も出てき
た。旧市部から旧町村部へ配置された職員には，そうした事務処理手続の統一
化の面でも中心的役割を果たすことが期待されているという。
しかし他方では，旧町村部では，支所に配置された職員数が減ったこともあ
り，サービスの低下やまちの衰退につながるなどとの不安は依然として根強
い。こうした住民感情への配慮も一定程度なされている。たとえば，新市体制
での水防体制計画の実施に際しては，地域の消防団活動や水防活動にも従事し
ている旧町村職員は，災害時には地域の活動を優先することとし，本庁に来な
くても良いというように運用がなされている。
 県および中央省庁との人事交流
現在，今治市では，四国経済産業局から産業インキュベーション機能の強化
を目的として１名，派遣を受けている。また，県への職員派遣は，東京事務所
（企業誘致促進のため）へ１名，用地関係の部局へ４名ほど行われている。
旧市においては，１０年ほど前から，主幹クラスの旧厚生省職員を課長相当
職に迎えるなどの人事交流は行われていたという。こうしたことから，合併後，
新市に対しては，厚生労働省から，係長クラスの職員派遣の要請があった。し
かし，新市では，多忙な時期であったため人員に余裕がなく，この話は断らざ
るを得なかったという。２０）一方，今回の合併に際して，新市では，中央省庁か
らの人材派遣は要請しなかった。
このほか，自治体外部との人事交流に関しては，単発的なものではあるが，
市町村アカデミーからの依頼を受け，合併事務局経験者を講師として派遣した
例がある。
 採用・退職後の再就職に際する人事上の慣行
新市における職員の適正規模は，１，５００から１，６５０人ほどと目されている。
新市では，今後１０年間を目途に，２５０人から３００人程度の職員数削減が企図
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されている。合併協議の中では，合併１年前は新採用を控える申し合わせがな
された。市職員の採用方法や，退職者の再就職に関する人事上の慣行をめぐっ
ては，特段の議論の対象にはならなかったという。
採用の方法については，旧今治市の手法に統一された。町村の場合には，臨
時職員として採用し，勤務成績の良好な者は正式な職員として任用するという
方式も多く採られていたと見られ，人事の履歴が不明確であった場合も多々見
られたという。合併に際しては，旧今治市から町村部に対して，臨時採用職員
を２００５年３月までに一旦全てなくすよう要請がなされた。その結果，現在，
支所では，一部の出先を除き，臨時職員の新規雇用は行われていない。本庁で
は，２００人程度の臨時職員が雇用されている。合併により職員数は増加した
が，旧市町村間で調整すべき事項も多く，一時的に事務が繁雑になっている面
もあるためである。
新卒採用者の年齢の上限は，旧市体制時よりも引き下げられており，現行で
は２９歳が上限となっている。２００５年４月１日付採用の新規職員は，退職者４６
名に対し，１４人となっている。２１）また，新市体制発足後初めて行われた職員の
新規採用は，退職者数の２分の１に当たる７～８名程度であった。
一方，退職者の再就職に関する慣行は，今治市以外には特段になかったとい
う。退職手当については，退職時特別昇給の廃止，退職手当の支給率ともに国
に準拠していた旧市の制度を踏襲した。旧町村等は退職手当組合に加入してい
たという。２２）
圏域内には，いわゆる第三セクターの施設があり，これらについては，今後，
指定管理者制度の導入などの検討が必要となるものと思われる。
３） 愛媛県の対応
 愛媛県における市町村合併推進体制
愛媛県においては，広島・長崎両県と並んで，県知事を軸に，市町村合併推
進に向けて非常に積極的な対応がなされた。愛媛県では，県としての合併推進
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姿勢を明確にするとともに，県の事業について合併推進に資する事業展開が図
られるよう連絡調整を行うため，知事を本部長とする「市町村合併推進本部」
及び地方局長を本部長とする「市町村合併推進地方本部」を２００１年４月に設
置した。さらに，２００２年４月には，総務部市町村課内に「合併推進室」を，
県内に５つある各地方局の総務調整課に「市町村振興・合併推進班長」を設置
している。これに加えて，総務省へも県職員１名を出向させ，中央の情報収集
に当たっていた。
「合併推進室」の体制は，２００４年度においては，室長・室長補佐各１名の下
に，合併推進係と合併事業係（市町村建設計画・合併特例債・推進債を扱う）
の２係を置き，各係に係長１名と係員３名が配置されるというものであった。
県内各地で開かれた合併協議会の協議には，県庁本庁にあるこの合併推進室
か，地方局の総務調整課の中から，毎回少なくとも１名は出席するようにして
いた。
 市町村合併アドバイザー派遣事業
県が２００１年３月に策定し，２００４年１０月に改定を行った「市町村合併支援
プラン」（以下，「支援プラン」と略）の中に明示されている事業のひとつとし
て，市町村合併アドバイザー派遣事業があげられる。アドバイザー派遣の回数
は，２００１年度で７４回，２００２年度では，県内各地で合併協議が実際に動き始め
たこともあり，２４回と，半分以下に減少した。派遣要請により市町村へ出向
いたのは，県の本庁・地方局職員がほとんどであり，このほか，合併推進要綱策
定検討委員会に参画した学識経験者への派遣要請もあった。合併推進室に対し
ては，市町村のほか，経済団体や消防連盟などからの派遣要請もあったという。
但し，市町村から要請を受けたテーマは，地方の財政状況や，合併推進の事
務手続に関わるものが大半であり，特に人事システムに関する助言を市町村か
ら求められたことはなかったという。人事システムは自治体の首長にとって最
大の関心事のひとつであり，最も裁量を必要とする事項である。このため，市
町村から県に対して調整や助言などが求められることはほとんどなく，また県
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への情報提供も，特に積極的には行われなかったという。
 市町村との人事交流
２００３年３月に策定された「支援プラン」の中では，「合併に伴う市制施行等
により県から移譲される事務（福祉事務所の設置等）を円滑に処理するため，
要請に応じて，合併前に実務研修生を受け入れる」という項目が設置されてい
る。また２００４年１０月の同プラン改正により，支援の対象は，合併後の市町村
へも拡大され，新たに加わった支援メニューのひとつとして，合併後の市町村
への県職員の派遣も挙げられている。
県から市町村への出向者は，現在，西予市と松前町に１名ずついる。西予市
の場合は，福祉事務所新設に伴う体制強化が目的であり，県の係長クラスの職
員が課長補佐待遇で１年間の予定で出向中である。一方，松前町に対しては，
県は，企画部門に，係長クラスの職員を課長補佐待遇で派遣している。当面合
併の予定がなくなった松前町では，いわば町の生き残りを賭けて，企画部門の
強化を図っており，県職員の派遣要請も，そのひとつの方策と見られる。
また，合併に伴い福祉事務所を新設する自治体職員に対し，県で実務研修を
行った例としては，西予市（旧宇和町・野村町・三瓶町）と東温市（旧重信町・
川内町）の例がある。西予市の場合は，県職員の派遣に加えて，県八幡浜地方
局にて新市職員２名に対し，半年間の研修を行った。研修期間中は町の職場か
ら離して地方局にデスクを並べさせ，ケースワーカーの現場視察なども行う，
いわば Off-JTのかたちである。同様に，東温市の場合も，松山地方局にて職
員２名の研修を行った。但し，同市の場合は，松山に近いこともあり，県職員
を派遣するには至らなかったという。
愛媛県においては，従来から，市町村からの要請に基づき，実務研修生の名
目で市町村職員を受け入れてきた。その大半は３５歳までの若手職員で，派遣
元の自治体の意向に沿って，県庁内部の希望部署に配置される。２００５年８月
現在，県庁内部における市町村からの出向者は，１０名ほどいるという。
県側としては，合併の前後で，市町村との間の人事交流のありように，特に
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大きな変化というほどのものはなかったという。２３）元来，市町村の首長は概し
て人材育成に熱心であり，県職員の派遣を希望する首長も少なくはなかった。
但し，県と市町村（特に町村部）では職員待遇に差があることなどから，給与
面での折り合いがつかないこともあるという。なお，『日経地域情報』からの
データを元に，１９９６年から１９９９年までの愛媛県から市町村への職員派遣状況
をみると，１９９６年と９７年においては８自治体に８人，９８年には７自治体に
１１人，９９年には９自治体に１２人となっている。２４）
むすびにかえて
以上，愛媛県今治市の事例を中心に，「平成の大合併」に伴う地方公務員の
人事システムの変容について述べた。市町村合併に伴う自治体組織の変容や待
遇の変化は，地方公務員のモラールに少なからず影響を及ぼすものと思われ
る。一方，自治体の首長にとっても，自治体戦略を展開する上で，公務員の人
事はひとつの重要なポイントとなる。合併協議を進めた市町村は，県などの力
を積極的に借りることはせず，基本的に当事者間の話し合いによって，新しく
誕生する自治体の将来像を描く中で，人事システムの再構築を行った。「平成
の大合併」は，国の指導によっても充分には成し得なかった地方公務員の人事
システムの「近代化」を促進するひとつの契機になったということができよう。
しかしその半面，多くの自治体において住民との「協働」促進が謳われている
状況にありながら，市町村合併に伴い，住民と行政との間に距離感が生まれて
いるという側面もある。今後は，旧市町村意識の払拭と併せて，住民との「協
働」の推進に資するような公務員人事システムの構築が，市町村合併により新
たに誕生した自治体の課題となろう。
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